
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３回 

ＯＤＲ推進検討会 

議事録 
 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 日 時  令和３年９月１５日（水）  自 午前１０時０３分 

                      至 午後 ０時００分 

 

第２ 場 所  東京地方検察庁４階 ４Ａ会議室 

 

第３ 議 題  １．開会 

        ２．ＯＤＲにおける説明義務の在り方について 

        ３．ＯＤＲを実施する際のセキュリティと規律の見直しの要否について 

        ４．チャット型ＯＤＲにおける当事者の本人確認について 

        ５．ＯＤＲを身近なものとするための基本方針の策定について 

        ６．閉会 

 

第４ 議 事 （次のとおり） 
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議        事 

 

○渡邊参事官 それでは、第１３回ＯＤＲ推進検討会を開会させていただきます。 

  今回も多くの方にウェブ会議により会議に参加していただきましてありがとうございまし

た。この会議での発言方法につきましては、これまでと同様に挙手機能等を活用していただ

ければと思います。 

  それでは、垣内座長、よろしくお願いいたします。 

○垣内座長 おはようございます。本日もお忙しい中御出席いただきましてありがとうござい

ます。 

  それでは、本日の議事に入らせていただきます。 

  まず、事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 本日の資料は、資料１から資料４までの４点となります。 

  資料１はＯＤＲにおける説明義務の在り方について、資料２はＯＤＲを実施する際のセキ

ュリティと規律の見直しの要否について、資料３はチャット型ＯＤＲにおける当事者の本人

確認について、資料４はＯＤＲを身近なものとするための基本方針の策定についての資料と

なります。詳細は、いずれも追って説明させていただきたいと思います。 

  現時点では以上となります。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは、早速ですけれども、議事次第の２、ＯＤＲにおける説明義務の在り方について

に入りたいと思います。 

  では、こちらもまず資料の説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 それでは、お手元に資料１と別図とある１枚紙のものを御用意いただけたらと

思います。 

  資料１は、ＯＤＲにおける説明義務の在り方について、前回の検討会での御議論を踏まえ

て、さらに整理したものとなります。 

  １は前回の検討会の経緯をまとめたものになります。 

  続きまして、２ページの２を御覧ください。 

  今回は、事務局案として甲案、乙案の２案を提示させていただきました。甲案は、一定の

条件の下に、②の有人のチャット方式による方法は許容されるが、③、④の動画やウェブサ

イトの閲覧による方法は許容されないとする考え方でございます。乙案は、一定の条件の下

であれば、②の方法だけでなく、③や④の方法も許容されるとする考え方でございます。 

  条件の詳細につきましては、別図を御覧いただけたらと思います。 

  この１枚紙の別図の下の方に、点線で囲まれたＡとあるところがあるかと思いますけれど

も、これは、③や④の方法については、説明の非定型性や双方向性に課題があるため、これ

らを補完するために、質問を希望する当事者が容易に問合せをし、回答を得られる環境を設

けることを条件として提案するものでございます。 

  続いて、その下に点線で囲まれたＢとあるところでございますけれども、これは、②から

④までの方法はいずれも説明の同時性が確保されておらず、当事者が説明事項を閲読などし

ているかどうかの確認に課題があることから、これを補完するために、当事者が説明を理解

した旨の確認をしない限り、契約を締結できない仕組みを設けることを条件として提案する
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ものでございます。 

  その右側に点線で囲まれたＣとあるところを御覧いただけたらと思います。Ｃは、法第１

４条が書面の交付又は電子的記録の提供をして説明をすることを義務付けていることからし

ますと、当事者が事後的に説明事項を確認できることが必要な要素とされているのではない

かとの観点から、①から④までのいずれの方法においても、説明に使用した素材を手続終了

までの間、事後的に閲覧可能とする仕組みを設けることを条件として提案するものとなりま

す。 

  甲案、乙案とありますけれども、この甲案と乙案の違いを端的に申し上げますと、動画や

ウェブサイトでの説明で課題とされております非定型性や双方向性について、その補完方法

として、Ａに記載されているような条件で必要十分であると考えるのが乙案ということにな

りまして、補完方法として十分でない、あるいはそもそも補完することはできないとするの

が甲案ということになります。そのような考え方の違いから、動画やウェブサイトでの説明

が許容されるかどうかの結論に違いが生じるということとなります。 

  もっとも、これは、それぞれの説明方法に内在するであろうと考えられる一般的な課題と

して申し上げたものでございまして、それぞれの方式の差異というものは、相対的なもので

あるとも考えられるところでございます。いずれにしましても、重要なのは、口頭説明での

利点とされる３要素をどのように捉えて、どのようにして法第１４条の趣旨を実現していく

べきなのかということかと思われますので、それぞれの説明方式の特性に応じた条件論を中

心に御議論いただくことが適当ではないかと思っております。 

  事務局からは以上でございます。 

○垣内座長 御説明ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの事務局からの御説明を踏まえまして、この資料１につきまして、御

質問あるいは御意見のある方がおられましたら、御発言をお願いしたいと思います。よろし

くお願いします。 

  出井委員、お願いいたします。 

○出井委員 失礼いたしました、出井です。 

  方法として示されている四つのうちの②有人チャット方式ですけれども、確認ですが、こ

の有人チャット方式は、チャットですからテキスト情報でやり取りをするわけですが、その

やり取りは即時の対応でなくてもよいという理解でよいでしょうか。これが１点です。 

  もう一つが、先ほどおっしゃった三つの要素のうち、同時性と非言語コミュニケーション

の意味ですけれども、この同時性でいう同時というのは、どれくらいの時間的なずれがどれ

くらいあることまでを想定されているのかということと、それから、非言語コミュニケーシ

ョンというときの言語というのは、音声の言語及びテキスト、文字情報の言語、それ以外の

情報という、そういう意味に理解しておけばよろしいでしょうか。全部で３点ですかね、３

点の質問になります。 

○垣内座長 では、御質問ですので、事務局からお答えを頂きたいと思います。 

○豊澤部付 まず、１点目の質問が、②のチャットについては即時の対応でなくてもよいのか

ということですけれども、別図の方を御覧いただきますと、赤色の線のところがチャットに

該当するところですが、ここでは時間差双方向という整理をさせていただいております。も

ちろんチャット方式ですので、やり取りを同時に、一方当事者から打ち込みがあったときに、
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即座に対応するということは当然許容されるとは思うのですが、時間差があって打ち込むと

いうことも許容されていると理解をしております。 

 ２点目の同時性についても、ウェブ会議、対面、電話会議であれば、同時にやり取りを行っ

ているかと思います。それに対して、チャットであればリアルタイムでつながっていない場

合もあるということになるかと思いますので、そういう意味では、リアルタイム性がないも

のを同時性がないということで整理させていただいているところでございます。 

  それから、最後、３点目の質問が、非言語コミュニケーションのことですけれども、こち

らは、例えば、表情であるとか、あるいは声のトーンであるとか、チャットでは表れないよ

うな、言語以外に表れる情報を非言語情報という言葉でまとめてさせていただいているとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 

○出井委員 ありがとうございます。最後の非言語コミュニケーションのところですけれども、

これは、利用者側の非言語情報ということなのでしょうね。説明をする側の非言語情報とい

うのもあるのかもしれませんが、そちらは、例えば、③だと、説明する側の非言語情報も与

えられることになると思うのですが、それよりも、むしろ説明を受ける側の非言語情報のこ

とを重視しているという理解でよろしいでしょうか。 

○豊澤部付  

  御指摘のとおりでございまして、資料１の１ページの黒丸の❷番のところにも、当事者の

反応を確認しつつ説明することが可能であることと記載させていただいておりまして、どち

らを重視しているかと言われれば、出井委員御指摘のとおり、当事者側からの反応を確認す

ることができるかどうかというところに重きを置いて理解をしているところでございます。 

○出井委員 ありがとうございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは、山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。私もちょっと１点質問をさせていください。 

  資料の３ページで、法１４条が書面の交付又は電磁的記録の提供をすることの趣旨は、そ

の当事者の手元にそれらが残ることによって、後に確認ができると書いていただいて、それ

はおっしゃるとおりだろうと思うのですけれども、他方で、今回甲案、乙案、いずれにおい

ても、チャット上で行われた説明内容の保存期間というのは、手続が終了するまでの間と区

切られていて、終了後に、例えば、あんまりないと思いますけれども、手続について何か争

いがあるといったような場合に参照するというところまでは、これは念頭に置かないという

前提でよろしいのかどうか、ちょっとそこを教えてください。 

○垣内座長 事務局からお願いいたします。 

○豊澤部付 事務局の豊澤でございます。 

  いつまでが保存すべき期間であるかについて、必ずしも明確な線を引くわけではないので

すが、永遠に保存しなければいけないと考えるとすると、認証紛争解決事業者にとってやや

過度な負担になるのかなとも考えているところでございます。その上で、我々の方で特に説

明事項を見返す可能性が高いのは認証紛争解決手続が終了すまでではないかということで、

一つそのような線引きをさせていただいているところでございますけれども、必ずしもここ

でなければならない、もう少し一定期間保存することを義務付けるべきではないかという考
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え方もあり得るのではないかと考えております。 

  事務局からは以上となります。 

○垣内座長 山田委員、いかがでしょうか。 

○山田委員 分かりました。データによっては、説明を受けた方がダウンロードとして取って

おくという可能性もあるんだろうと思いますけれども、手続中に限定しないという御趣旨で

あることを承知いたしました。ありがとうございます。 

○垣内座長 そのほか、さらに御質問あるいは御意見ありますでしょうか。 

  小澤委員、お願いします。 

○小澤委員 乙案でいいと考えています。その理由につきましては、前回の会議でも申し上げ

たとおりとなります。その場合のⅰないしⅲについて、許容される方法について意見を述べ

たいと思っています。 

  まず、資料の上では、②ないし④として並列的に示されていますが、具体的な対応として

は、これらの組合せも考えられるのではないかと思っています。例えば、④の方法について

言えば、ⅲの体制として、メールによる方法だけでなく、チャット方式を取り入れることも

考えられると思います。また、ⅰ及びⅱにつきましては、②ないし④、いずれについても同

程度の方法で足りると考えます。 

  ⅰについては、ＯＤＲ申込時のフォーマット上に、説明事項を理解した旨を確認するチェ

ックボックスを設置し、当該箇所にチェックを入れるという方法で十分と考えます。ⅱにつ

きましては、ＯＤＲ実施画面上に、認証紛争解決手続の内容ボタンを設置し、当該ボタンを

押下すれば、内容を確認できる設計とすればよいと考えています。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは、続きまして、斉藤委員、お願いいたします。 

○斉藤委員 意見になります。 

  前回、私は、最初ぐらいちゃんと対面でやれという、対面と言っても画面上ですが、そう

いう意見をあえて述べました。その後の９月１０日に日弁連ＡＤＲセンターで第２５回の全

国弁護士会ＡＤＲセンター連絡協議会を和歌山で開催したのですが、そのテーマが、「障害

者何でもＡＤＲ」でした。そのときに、今後、視覚障害者や聴覚障害者等身体の不自由な方

がＯＤＲを利用するということが十分予想されると、強く思いました。そうしますと、説明

方式として、音声付き動画、つまり音声かつ動画で見られる方法であれば聴覚障害者、視覚

障害者も理解できますので、その方が良いと思うようになりました。 

  それから、乙案の中でも③を中心に考えて、なおかつ、双方向性というか、質問ができる

乙案のⅲ番の条件、これが非常に重要だと思います。ここも、やはり聴覚障害者、視覚障害

者を意識した対応ということを条件の中で考えてい、く必要があるなと思いました。 

  以上、意見です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは、渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 ありがとうございます、よろしくお願いいたします。 

  斉藤委員の御発言と少し重複するところがあるのですが、ＯＤＲのスタンダード、ＯＤＲ

で求められている機能の一つとして、アクセシビリティというものがございます。やはり対
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面の口頭での説明だけですと、聴覚、視覚、様々な障害をお持ちの方にとっては、それを全

て理解するというのが難しい状況におられる方もいらっしゃると思いますので、多様な方法

を用意しておくことが必要なのかなと思っております。 

  加えて、それに限らず、音声で聞く情報というのは、その場では何となく理解した気にな

っても、後ほど振り返りたいときに、この文字の資料が役に立つとか、ビデオをもう一度見

返すというような意味で活用ができると思いますので、様々な方法を用意しておくというこ

とで、乙案がよいのかなと思っています。 

  これは一つ質問に、最後なるのですが、法１４条で示されている説明の内容ですが、今ま

でのお話から各団体によって説明内容が違うということなのですが、個人の方に対して説明

の内容が違うのかということが、少し気になっているところです。この辺はどのような運用

になっているのでしょうか。例えば、各団体ごとに説明される内容が違うにしても、申立て

をしてこられる方それぞれにも、テーラーメイドのような形で説明の内容を変えているのか、

それとも、その団体の内部であれば、同じ内容を説明しているのかというところが気になっ

ているのですが、その辺について、もし御存じであれば教えていただけると幸いです。 

  以上です。 

○垣内座長 御質問がありましたので、その点について、事務局から何かお答えありますでし

ょうか。 

○豊澤部付 すみません。我々の方は説明義務を、実際にどのように説明をしているのかとい

うことについては、統計的なデータを取っておりません。したがって、どれぐらい事案に応

じた説明がされているのかというところ、あるいは、説明者によってどれぐらい説明内容が

異なるのかといった観点からの御質問だったかと思いますが、事務局において十分に把握で

きていないというのが回答になります。 

  この点につきましては、オブザーバーの方で、もし実際の説明内容を把握されているよう

な方がいらっしゃいましたら、御教示いただければ幸いでございます。 

○垣内座長 今の御質問は二つの面があって、説明者によって違うのかどうかということと、

説明の相手方によって変えているのかというのと、両方あるかと思うのですけれども、お答

えは今のお答えになると思いますが、委員あるいはオブザーバーの先生方で、何か実情につ

いて御存じの方いらっしゃれば、御発言お願いできればと思いますけれども、いかがでしょ

うか。 

○渡邊参事官 若干補足いたします。 

  この後、オブザーバーの方々から実情について御説明いただけるのではないかということ

を期待して申し上げますけれども、説明方法については、法第６条の認証要件との関係で、

認証基準に適合させつつ、あるいは、認証紛争解決事業者の義務を遵守しつつ業務を遂行す

ることができる知識、能力が備わっているのかどうかを判断するため、認証審査の際に、ど

のような体制でどのような説明をする予定であるのかを御説明いただき、組織体制、各種内

部規定、処理要領、マニュアル等を確認させていただいておりますので、実情としては、マ

ニュアルなどを整備されて、説明者によって説明にばらつきがないように、適正な説明がさ

れるための内部的な規律を設けて対応されているのではないかと思います。 

  説明の相手方に応じてどのように説明を工夫していくかという運用面ですけれども、これ

は、現場の方々が本当にいろいろ工夫をされて対応されているのではないかと思いますし、
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非定型性がどれほど重視されているのかは、恐らく取り扱われている紛争の分野によっても

違ってくるのではないかなと思われます。 

  オブザーバーの方にも、実情の御説明をお願いしたいと思います。 

○垣内座長 こちらは、日本不動産鑑定士協会連合会の吉田様から挙手を頂いているかと思い

ます。お願いいたします。 

○吉田オブザーバー 日本不動産鑑定士協会連合会の吉田です。 

  我々鑑定士協会でＡＤＲを申立てする方は、代理人を通じてというのが多いのですが、そ

の場合、代理人である弁護士の方が、調停なり訴訟で鑑定費用を掛けた方がいいのか、不動

産鑑定協会のＡＤＲを利用した方がいいかという、そういう費用の面でてんびんを掛けて、

かなり事案に沿って、その辺のことを比較しながら質問されることが多いです。 

  実際、我々のＡＤＲの場合は、申立て費用とか解決手数料が若干高いので、その辺と鑑定

料を考えながら、このＡＤＲで現在抱えている事案が解決できる見通しがあるかどうかとい

うことを考えながら、質問されることが多かったような気がします。 

  一般的なことはマニュアル等で御説明するのですが、そういうところの内容が、個々の事

案では多かったような気がします。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。今のお話ですと、費用については個別の事案によって変

わってくるところがあるので、その事案に即した形で費用についての御説明もされていると

いう、そういう理解でよろしいでしょうか。 

○吉田オブザーバー はい、そのとおりです。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  そのほか、どなたか御発言、この点についてのお答えとして御発言いただける方はおられ

ますでしょうか。差し当たりはよろしいですか。 

○渡邊委員 ありがとうございました。質問の趣旨といたしましては、前回事務局の方では詳

しい事情を把握されていらっしゃらないということではあったのですが、このような形でビ

デオですとかチャットなんかを使って説明した際に、運営側がどれほどの質問を受ける可能

性があるのかということも気になっていました。というのも、多い場合は口頭で一度話をし

てしまった方が早い場合もあろうかと思いますし、チャットで行き来が増えてくると事務局

の負担も増えるのかなと思いまして質問いたしました。 

  ありがとうございました。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは、川口委員、お待たせいたしました。お願いいたします。 

○川口委員 川口でございます。 

  私も乙案がよいかと思います。乙案であれば、事務局資料に提示されている三つの条件を

満たせば、非定型性、双方向性を補完することができると考えます。また、利用予定者も好

きな時間に質問をして回答を確認することができるため、時間的な制約から解放されて、Ｏ

ＤＲならではのメリットをより享受することができると考えます。特に若い世代は、電話や

ウェブ会議といった直接人を介したやり取りよりも、チャットのような方法の方が、相談の

ハードルが低くなると考えられますので、これまでＡＤＲにアクセスできていない人への裾

野を広げるという効果も期待できるのではないかと思います。 
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  なお、乙案の三つの条件の一つ目について、非定型性、双方向性を更に補完するために、

説明を理解した旨というのに加えて、質問や問合せ事項はないといったことについても確認

できるようにするのも、一案ではないかと感じました。また、一つ目の説明事項をより理解

した旨の確認というところですけれども、同時性、非言語コミュニケーションの補完方法を、

対面により行われていた理解度の確認を意味するものであると思われます。将来、本規定の

解説を作成する機会には、そのことにも触れていただけたら、趣旨がより適切に理解される

のではと感じました。 

  以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  では、続きまして、上田委員、お願いいたします。 

○上田委員 ありがとうございます、上田でございます。 

  私も委員の皆様とほぼ同様、乙案がよいのではないかと考えております。 

  小澤委員が御指摘いただきましたとおり、２ページの乙案のうち、ⅲの回答が得られる環

境を整えておくことというのが重要ではないかと考えておりまして、その手段としては、チ

ャットでもメールでも、又はウェブ会議でも、何らかの方法が担保されていれば、双方向性、

非定型性などは補完できるであろうと考えております。 

  むしろ、その他の問題としまして、チャットなりメールなりのアクセス手段が、例えば、

ＡＤＲ機関のウェブページのデザイン上、当事者にとって見つけやすいように掲載すべきこ

とや、あるいはチャットやメール等における応答に際して、たとえ同時でないとしても、当

事者の紛争状況が切迫している場合には、早期に応答できることなどがあった方が望ましい

とは思いますが、それらをガイドライン等に直ちに書くことは困難かと思いますので、今後

の検討課題と理解しております。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  そのほか、さらに御発言はございますでしょうか。 

  佐成委員、お願いいたします。 

○佐成委員 甲案、乙案と出ており、皆様方の御意見も拝聴しましたが、私も、基本的には皆

様方と同じように、乙案を支持したいと思っております。 

  私としても、契約締結時の説明義務というのは非常に重要だとは理解しておりますし、そ

の中では、非定型性や双方向性というのは非常に重要だと思うのですけれども、ただ、民間

型ＯＤＲ機関が紛争解決の多様な選択肢を提供して、事業としてＯＤＲを成り立たせるとい

うことであれば、費用対効果も十分考える必要がありますので、手段についてはあまり限定

すべきではないんじゃないかと思います。それからもう一つは、利用者側の理解といっても、

むしろ、どちらかというと利用者側の誤解とか思い込みというのはなかなか解消されない、

後々まで解消されないことが多いんじゃないかと考えております。その中には無害な誤解も

ありますでしょうけれども、有害な誤解も生じる可能性があります。そう考えますと、利用

者側の誤解をどう防ぐかということに過度に注力するよりも、むしろ事後的に救済が十分迅

速にできた方がいいのではないかという、そういったところも考える必要があると思います。 

  そこで、先ほど山田委員が御質問されていました、記録ですけれども、やはり手続中だけ

ではなくて、ある程度の期間は、事後救済の可能性ということも考えると、ある程度長めに、
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永久ということはありませんけれども、ある程度長めに考えた方がいいのかなということが

一つあります。それから、誤解や思い込みというような点では、どちらかというと、非定型

性といったところ、つまり個別性ということが強調されますけれども、やはり一般性、つま

り似たような誤解や思い込みというものは結構あると思います。だとすれば、例えば、そう

いう過去のよくある誤解事例みたいなものは、ＷＥＢ検索にヒットしやすい「よくある質問」

とかいう形で、分かりやすく目立つような形で補完するというのも一つの方法であり、それ

を採るのであれば、乙案というのもいいのかなと思います。 

  それから、チャットとか、手段もあまり限定しない方が、私はいいのではないかと思って

います。というのは、今は必ずしも現実的には使われていないでしょうけれども、アバター

とかメタバースとか、そういったような形の利用方法も将来的には十分あり得るかもしれま

せんので、その意味でも、またそこでわざわざ改定だとか議論をするというのではなくて、

およそ想定外とは言えないならできるだけ幅広に認めた方がいいんじゃないかというのが、

私の意見でございます。 

  以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  では、出井委員、お願いいたします。 

○出井委員 出井です。 

  多くの方がもう意見述べられたので、それに重ねる、さらに新たに付け加えるところはあ

まりないのですが、私も、結論としては乙案でよいと思っています。 

  この説明というのは、我々自身の経験からも、文字情報をもらうだけではやはり不十分で、

それと、口頭の説明だけでも不十分で、やはり両方があり、かつ、それを後でもう一回見直

せる、それから、さらにこちらから質問できると、そういう状態を作るということが、十分

な説明ということでは大事だと思います。 

  その上で、この甲案と乙案の分け方なのですけれども、甲案と乙案、つまり、甲案は、②

有人チャット方式による方法は許容されると、そこで線を引くわけですが、ここで線を引い

てしまう合理性はないのではないかと思います。 

  ①、前回斉藤委員があえて提起された①を主にすべきではないかという、そこで線を引く

のであれば、もう少し合理的な線引きだと思いますが、②とそれ以外で線を引くというのは、

よく考えるとあまり合理性はない。私も前回、最低②という発言をしましたけれども、その

後よく考えると、そこで線を引くのは合理的ではないように思います。渡邊参事官から御説

明あったように、この②、③、④の境界も結構相対的ですし、特に、例えば、④にチャット

ベースでのやり取りを更に付け加えるとすると、それはほぼ②に近づいていくわけで、そう

いうことから考えても、線引きをするのはあまり合理的ではないと思います。 

  乙案で、ⅰ、ⅱ、ⅲのような補完措置が採られるということであれば、少なくとも、甲案

との間では説明の効果という点では大きな差はないし、逆に甲案は絞り過ぎるということに

なるかと思います。更に言えば、①だけというのもやはり、これは前回申し上げましたけれ

ども、ＯＤＲでは①だけというのは重過ぎると思いますので、説明方法は広く採られている

乙案プラス補完措置ということでよいのではないかと思います。 

○垣内座長 ありがとうございます。今、出井委員の御発言の御趣旨について、念のための確

認ですけれども、文字情報と、それから口頭での説明と、双方常に必要ではないかという御
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趣旨でありましたでしょうか。 

○出井委員  

  常にとまでいくかどうかはともかくとして、必要であれば、文字情報でも提供してもらえ

るということで、あと、音声については、それは、必ずしも常にという必要はないかと思い

ます。 

○垣内座長 了解いたしました。 

  それでは、山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。 

  私も、先ほどちょっと質問だけさせていただきましたけれども、甲案か乙案かというお話

しであると、乙案、今の出井委員のお話と少しずれが生ずるかもしれませんけれども、②か

ら④までの方法も許容されるということでよいのではないかと思いますが、条件はやはり少

し付け加えてはいかがかなと思います。 

  まず、ⅰについては、先ほど佐成委員からもお話がありましたけれども、やはりこの説明

内容が、後の手続内容の合意の前提となると。今後手続の個別の合意というものがより重視

されていくということになるとしますと、事後的にそれを見ていくということが必要になる

と。現行法の下でも、非常に重要な事項がここに入っていますし、さらに、法務省令でどう

いったものが入るか分かりませんけれども、やはりかなり重要なものが入ってくると思いま

すので、その閲覧の期間というのは少し長めに取る必要があるのではないか、あるいはダウ

ンロード等ができるようにする必要があるのではないかと思います。 

  ごめんなさい、間違えました。先ほど申し上げた条件付けというのは、これはⅱのところ

ですね、ⅱに関してでございます。失礼しました。 

  それから、ⅲに関しても、容易に問合せができるということに加えて、先ほど上田委員か

らも少し、そこまで強い要望ではないかというお話、条件付で適時の回答ということについ

て言及がありましたけれども、やはり合理的な範囲内で適時に返していただくということは、

何らかのレベルで規範的にお願いをしたいようにも思います。申立人もそうですけれども、

やはり相手方も、迅速なレスポンスがないと、申立人にとってせっかくのＡＤＲ利用という

ものが無駄になるというおそれもありますので、そこが何らかのレベルでお願いできればと

思います。 

  また、全体を通じて、これは、この法律固有の話ではないのでしょうけれども、斉藤委員

のお話にもありましたように、受け手の状況によって、一種合理的な配慮をしてその説明方

法を考えるという要請は、より高次のものとして必要になるように思われまして、わざわざ

書く必要はないのかもしれませんけれども、事業者への説明等においては、そのような要請

も必要になってくるのかなと思った次第です。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは、おおむね御意見等は頂けたかと思いますけれども、ちょっと私の方から確認の

ために若干質問させていただきたいと思いますが、初めの出井委員の御質問で、有人チャッ

トという場合に、対応の即時性がどの程度要請されるのかというお尋ねがあって、それにつ

いては、必ずしも直ちにということでなくてもというような趣旨のお答えだったかと思うの

ですけれども、これもかなり幅のあるお話で、例えば、チャットで送ったけれども、返事が
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来るのが次の日であるとかいったことだと、これ、乙案の方でも含まれている、要するに、

質問したらそれがしばらくすると返ってくるというのと、実質的には差がないようなことに

なるように思われるのですが、元々の甲案の趣旨というのは、これは、チャットで文字情報

だけでやり取りするというのであれば、これは有人ということなので、瞬時にとは言わない

までも、かなりそれに近い形での同時双方向的な対応を想定している、そのような場合に限

って認めるべきであるというのが甲案であって、乙案はもう少し幅広く、質問に事後的に対

応するというようなことでもあり得るしという、そういう整理なのかなとも思いましたけれ

ども、その点いかがでしょうか。 

○豊澤部付 基本的には御指摘のとおりでございます。 

  甲案で、質問に対応できる環境を整えておくことという条件をあえて外しているのは、チ

ャット型のやり取りであれば、チャット上に質問ができて、それに対して回答ができるとい

うことがあるので、わざわざ条件にしなくてもよいのではないかということで省いている趣

旨なので、そういう意味では、趣旨としては同じところがございます。 

  そのタイミングにつきましても、極端な例として、質問してから何か月もというは当然よ

ろしくないものだと考えておりますので、今回速やかな対応が求められるのではないかとの

御指摘があったので、その点につきましては、条件として十分検討する内容かなと考えてお

ります。 

○垣内座長 それから、記録の保存に関して、その期間の終期を手続終了までとすることにつ

いては、別の考え方もあるのではないかという御指摘を頂いているところですけれども、こ

れも、御提案の内容の確認ということになりますが、今、甲案でも乙案でも、例えば、チャ

ットを使ったのであれば、そのチャットの内容を保存し閲覧できるようにする、あるいは、

動画等について、これを閲覧できるようにするという形での電磁的記録の提供が想定されて

いるということですけれども、現行法の１４条で、書面を交付し、又は電磁的記録を提供す

るといっているときには、これは、基本的には口頭での説明を予定しておりまして、説明の

基本となるような重要事項が記載されて整理されているような書面とか、電磁的記録を提供

するということが想定されているのかなと思います。 

  それで、今回の提案においては、従来で言えば、口頭の説明そのものを録画しておいて、

それも見られるようにするというような付加的な情報の提供を求めているというように見え

るところですけれども、そうではなくて、チャットでの説明、あるいは動画等の説明とは別

に、その説明内容の基本的なところを書面にまとめたようなものを、紙で後で郵送するであ

るとか、あるいは、オンライン上で提供してダウンロードできるようにするであるとかとい

ったことをした場合には、本日御提案の甲案、乙案の要件は満たさないので、それは認めな

いという提案になっているのか、あるいは、記録の提供方法については、ここに記載されて

いるものに加えて、従来想定されていたような基本的な事項を書いた書面、あるいは電磁的

記録を渡すということでもいいということなのか、そこも念のため御確認いただけますでし

ょうか。 

○豊澤部付 理解としては、後者の理解をしております。飽くまで、従前から認められている

電磁的記録の提供、又は書面の交付をした上で、なおかつチャット、あるいは動画等で説明

することは、当然許容されるものだと考えています。 

  ただ、今回の提案は、それをセットでやるといいますか、例えば動画を閲覧させることに
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よって、電磁的記録の提供と説明ということを同時で満たすことができるのではないかとい

う観点から、提案をさせていただいているものでございます。 

○垣内座長 そうしますと、今回の提案のように、動画等を閲覧できるようにするというほか

に、それはできないんだけれども、別途書面や電磁的記録は提供しますという方法も、一応

許容はされるという。 

○豊澤部付 そのとおりでございます。 

○垣内座長 その前提で、動画のみが提供されるというときの閲覧可能期間について、さらに

問題になると、そういったようなところでよろしいですか。 

○豊澤部付 御指摘のとおりでございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  すみません、出井委員、御発言をお待たせしておりました。お願いいたします。 

○出井委員 出井です。 

  今、垣内座長と豊澤部付の間で最初の私の質問に関連してやり取りされた有人チャットボ

ットに関する問答を聞いていて、確認をしなければいけないと思ったのが、ここで、垣内座

長は、有人チャットというからには、チャットの質問が来て、それが翌日答えられるようで

は、有人チャットボットではないのではないかという趣旨で御発言されたように聞こえたの

ですが、それに対して、豊澤部付は何か月後に返ってくるという、そういう事例を言われて、

それはさすがに速やかな説明にはならないと思うのですが、垣内先生がおっしゃったような

レベルの、翌日の回答では、それは適切ではないということになりますと、この有人チャッ

トボットというのは、やはりそれだけ人を張り付けなければいけないということになるので

はないかと思います。かつ、ＡＩを使う、チャットボットは除くという趣旨でしたよね。そ

うすると、人を張り付けて、２４時間張り付けていなければいけないというのが、この有人

チャットボットの意味だとすると、それは私はフィージブルではないのではないかと思いま

す。 

  質問を受けて、何か月というのも極端で、それも行き過ぎだと思いますが、翌日とか翌々

日に回答するぐらいであれば、私は許容範囲ではないかと考えておりました。有人チャット

方式についての理解が共通だったのかなというのが一つです。 

  それからもう一つ、垣内座長の私に対する質問にも関連するのですが、乙案、それから甲

案もそうですかね、補足的な措置のところで、質問を希望する当事者が容易に問い合わせで

きるというのがあります。この容易に問合せに対する回答は、これもメールとかそういう、

要するに、テキスト情報だけの回答でもよいということなのか、それとも、これは電話での

問合せをする、つまり口頭、バーバルなやり取りを想定するのか、そこについて、これを事

務局にお伺いしたいと思います。 

○垣内座長 では、この問合せへの対応方法ですね、お願いします。 

○豊澤部付 すみません、１点目の質問については、私の理解としては、翌日とか翌営業日に

回答するというのは当然許容されると考えておりましたので、出井先生と同じ考えでござい

ます。 

  それから、２点目の質問に対する回答については、もちろんバーバルなものでも許容され

ると思いますし、メールやチャットなどのノンバーバルなものでも、これは回答として許容

されるのだろうと考えて、資料を作成した次第でございます。 
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○出井委員 分かりました。これ、先ほどの垣内先生の御質問とも関係するのですけれども、

バーバルなものとテキストと両方必要なのかという御質問に対して、私は、バーバルなもの

は必ず、常に必要なわけではないのではないかと申し上げました。どちらの方が質問しやす

い、あるいは理解しやすいかというのは、正に人それぞれなので、軽々には言えないところ

ですけれども、私は、今豊澤部付がおっしゃったように、どちらでも答えることができると

いうことでよいのではないか、つまり、常にバーバル、常にテキストということもあり得る

ということでもよいのではないかと思っております。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  ちょっと時間も押している中で、私の方で議論を混乱させてしまったところがあるかもし

れませんけれども、総じて委員の先生方の御意見は、乙案の方でよろしいのではないかとい

うことで、どうしても甲案でなければならないという御意見は、本日は頂かなかったように

理解をしております。 

  先ほど有人チャットというのは何を意味するのかということについて、少しやり取りがあ

りましたけれども、これは、甲案を採るという場合には、その内容として問題になるところ

ですが、乙案になる場合には、必ずしもそこは本質的な問題ではないということかと思いま

す。質問への対応については、乙案の場合には、基本的にはⅲのところ、容易に問合せがで

き、回答が得られる環境というところで、どの程度のものが要請されるのかというところで

すので、その場合に、翌日とか翌々日というのはあり得る対応ということかと思われますけ

れども、それを超えてどの程度まで迅速な対応が求められるのかという辺りについて、なお

検討が必要ではないかという御指摘を、何人かの委員の先生方から頂いたというところかと

思います。 

  おおむねこの論点については、以上のようなところでよろしいでしょうか。 

  どうもありがとうございます。それでは、次の議題に移らせていただきたいと思います。 

  次の議題といたしましては、議事次第で申しますと３になります。ＯＤＲを実施する際の

セキュリティと規律の見直しの要否についてということで、こちらも事務局から資料の説明

をお願いいたします。 

○渡邊参事官 それでは、お手元に資料２と、別表①、別紙とあるものを御用意いただけたら

と思います。 

  まず、資料２に即して御説明を申し上げたいと思いますけれども、論点としては１から３

までございます。 

  論点１は、第１フェーズ、第２フェーズを念頭に、ＯＤＲの適正な実施のためのセキュリ

ティのあるべき姿について御議論を頂きたいと考えております。セキュリティの在り方を検

討する上で留意すべき点、あるいはＯＤＲを実施する認証紛争解決事業者には、どのような

水準の対策が求められるべきかについて、御意見を賜りたいと考えております。 

  続きまして、論点２でございますけれども、現行の法や規則では、情報通信技術を活用す

ること自体は禁じられていないものと解されます。そのため、現時点では、事務局としては、

規律の見直しまでは不要ではないかと考えておりますけれども、論点１でのあるべき姿につ

いての検討を踏まえまして、それでよいのかどうかについて、さらに御議論を頂ければと考

えております。 

  続きまして、論点３を御覧いただけたらと思いますが、本論点は、関係するガイドライン
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の見直しの要否について御議論をお願いするものでございます。 

  一つ目は、法第６条第６号の通知に関するガイドラインについてです。同号のガイドライ

ンにおきましては、電子メールによる方法が例示として記載されているところですけれども、

電子メールによる方法がセキュリティの観点から推奨されないのではないかと、この検討会

でも御意見がございました。そのことを踏まえまして、当該ガイドラインの見直しの要否に

ついて御議論を願いたいと考えております。 

  二つ目は、法第６条第１０号や法第１６条のガイドラインについてです。現行法上、資料

や手続実施記録を保管する方法は限定されておりませんけれども、現行のガイドライン上は、

例示として、紙媒体の保管などを念頭に置いた記載しかございません。そこで、資料や手続

実施記録の電子化が許容されることを明確にする趣旨で、その旨をガイドライン上に明記す

ることの是非や、ガイドライン上に、例えば、クラウドサービスを利用することの許容性、

あるいは、その場合の条件などについて、記載することがあるのであれば、そのことの是非

についても御議論願いたいと考えております。 

  三つ目は、法第６条第１１号及び第１４号のガイドラインについてです。この点について

は、従前御議論をお願いしたところでございますけれども、情報通信技術が日進月歩である

ことなどから、具体的な基準まで記載すべきではないとの意見が大勢を占めましたけれども、

その一方で、抽象的な文言であれ、セキュリティを適切に確保すべきではないかということ

を、ガイドライン上にも明記することを検討すべきではないかとの御意見もございました。

以上を踏まえまして、法第６条第１１号及び第１４号のガイドラインにも、セキュリティの

確保に関する記載をすることの当否、記載する場合の内容について御議論をお願いしたいと

考えております。 

  別表①は以上の関係する規律を図で示したもの、別紙は関係する規律やガイドラインの記

載をまとめたものになります。 

  事務局からの説明は以上になります。 

○垣内座長 御説明ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの事務局からの説明を踏まえまして、資料２あるいは附属する資料に

つきまして、御質問あるいは御意見のある方がおられましたら、御発言をお願いしたいと思

います。いかがでしょうか。 

  小澤委員、お願いします。 

○小澤委員 ありがとうございます。 

  論点１については、一般的にＯＤＲ実施機関というのは、具体的に妥当なセキュリティ水

準についての知見は持ち合わせていないと思いますので、ＯＤＲ実施機関としては、専ら人

的なセキュリティ対策について具体的な対応を採るものとして、システム面のセキュリティ

については、ベンダー事業者などに一任するのが現実的なのかなと考えています。 

  論点２については、特に必要ないと考えます。 

  論点３については、１５、１６条について、クラウドサービスを利用した保管方法など、

どの程度の水準であれば許容されるのかといった観点が明らかである方が、手続実施者にと

っては分かりやすく、例示として紙媒体に加えてデータで保管する場合についての記載があ

った方がよいように考えます。その記載についてですが、先ほど御説明あったとおり、技術

の進歩や提供される役務については日進月歩であるため、どのような要件を充足したもので
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あれば好ましいのかを明示、そして、プラス具体例といった記載ぶりが好ましいと考えます。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  論点１につきまして、ＡＤＲ機関側では人的なセキュリティについては配慮するけれども、

システム的な面についてはベンダーに一任することになると言われたときに、ベンダーに対

して何らかこちらとして基準を示したりということも考えられるかとは思われますが、その

辺りについて何かさらに。 

○小澤委員 その点については必要だと思っておりますが、現時点で具体的な定見があるもの

ではございません。 

○垣内座長 分かりました、ありがとうございます。 

  それでは、上田委員、お願いいたします。 

○上田委員 ありがとうございます。 

  私、ちょっと論点ごとにというよりも、クラウドサービスまで含めた外部委託についての

法改正又はガイドライン記載について、私見を述べたいと思います。 

  ＡＤＲ機関は紛争当事者の機微情報に多く触れるということで、これまでの情報管理につ

いても既に一定の体制が要求されていたところ、ＯＤＲ導入に伴うデジタル情報管理につい

ても、何らかの考慮は必要と思います。総論的に言いますと、抽象的には現行法でほぼ対応

でき、その意味で、論点２については法改正まで要しないのかなと思いますが、具体的なガ

イドライン、又はそれ以下の示唆のレベルでは、デジタル情報管理の特殊性に鑑みて、何ら

かの具体的指針や注意すべき点をＡＤＲ機関に示すことが望ましいのではないかと考えてお

ります。したがって、論点３のガイドラインについては、現在の私見は、そこまで強くない

ものの積極説になります。 

  ただ、既存のＡＤＲ機関について考えますと、その規模や対象紛争も様々で、全てのＡＤ

Ｒ機関が自前でＯＤＲシステムを導入し保守する等のＩＴ化を果たすことは困難と思います

ので、ＡＤＲのＩＴ化に当たっては、一部業務を外部委託する形でのＩＴ化が恐らく主流に

なるのではないのかと推測いたします。クラウドサービスの利用もその一部に含まれますが、

必ずしもクラウドサービスだけの問題ではないと考えております。 

  また、ＯＤＲシステムを設計し、自ら運用又は提供するプロバイダーとしての事業者につ

いても、そのシステムを自前のみで構築することは困難な場合も想定できますので、例えば、

あるＡＤＲ機関は特定の事業者が提供するＯＤＲシステムを利用し、そのＯＤＲシステムも

また、様々なクラウドサービスを利用しているという、ＯＤＲ全体のサプライチェーンみた

いなものを視野に入れる必要があるのではないか、その全体についてのセキュリティをどの

ように考えていくかという問題があるのではないかと考えております。ただ、この点につい

て、具体的に一定の水準を要求するというのは非常に難しいので、仮にガイドライン等に何

かの文言を追加するにしても、相当に抽象的なものにならざるを得ないと思います。また、

その具体的な程度についての参考としては、私も素人で、もしかしたら不適当な参照かもし

れませんが、例えば、国際標準規格としては、ＩＴサプライチェーンのリスクマネジメント

について、ＩＳＯ／ＩＥＣの２７０３６であるとか、クラウドサービスの情報セキュリティ

について、同じくＩＳＯの２７０１７等があるようですし、また、独立行政法人情報処理推

進機構においても、委託関係における情報セキュリティ対策についてチェック項目等を挙げ
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ているという情報に、付け焼き刃ですが接しました。その他、湯淺先生の御講演でも様々な

御知見を頂いたところでもあり、その辺りが一応の参考になるのではないかと考えておりま

す。 

  差し当たり、以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。大変重要な情報提供も頂きまして、ありがとうご

ざいます。 

  それでは、他の委員の先生方、何かさらにございますでしょうか。 

  出井委員、お願いいたします。 

○出井委員 出井です。 

  今、上田委員がおっしゃったことに割と近いのかもしれませんが、恐らく規定するとして

も、かなり抽象的なものになるのではないかと思います。 

  出発点は、従来型のＡＤＲであれＯＤＲであれ、ＡＤＲ機関が外部のサービスプロバイダ

ー、システムベンダーを使うことは、これは今までもできたわけで、それで使った場合には、

外部のそういうベンダー、サービスプロバイダーのコンダクトも含めて、ＡＤＲ機関がセキ

ュリティ、それから守秘義務、非公開性の確保については責任を負うと。これは一般の契約

法上もそうなると思いますし、ＡＤＲの認証の関係でも、そういうふうに理解すべきだと思

います。そこも、ＯＤＲが拡充、活性化することにより、さらに、外部のそういうベンダー、

システムプロバイダーのサービスを使うことが多くなるだろうということを想定して、きち

んと責任を持って一定の基準を保つということを、ガイドライン上抽象的に明記するという

ことはあり得るかと思います。 

  その上で、何回か前の、たしか湯淺先生がヒアリングを受けられたときに議論したことだ

と思いますが、この水準というのをどういうふうに考えるかですが、表現がなかなか難しい

のですが、あまり高い水準を要求しますと、それはそれで回っていかないと思いますし、社

会で一般的と認められるようなセキュリティ措置、すみません、この表現がいいかどうか分

かりませんけれども、それくらいのレベルの抽象的なもので、あまりハードルを高くすべき

ではないのではないかと思っております。 

  それから、同じような問題として、今、裁判のＩＴ化というのが進んでいまして、そちら

の方でもセキュリティの問題があります。裁判は、一応公開の手続がかなりの部分を占めて

いるわけですが、それとＡＤＲを比べてどういうふうに考えるべきかというのは、一つの難

しい問題でもあるわけです。裁判と並ぶとまでは言いませんし、あるいは、少なくとも裁判

で採られている措置ということまで言えるかどうか分かりませんが、一つの参考、一つの基

準にはなり得るのではないかと思っています。ただ、ガイドラインで裁判で採られているセ

キュリティ水準に言及してというのは、そこは慎重に考えた方がよいのではないかなと思い

ます。 

  それからもう１点、クラウドサービスについては、これを使わざるを得ないと思うのです

が、資料の３ページにあるクラウドサービスの利用が許容されるのであれば、その旨をガイ

ドライン上に明記するとあるわけですが、先ほど申し上げたように、そういう外部のサービ

スを使うことができるというのは、ある意味当然のことだと思いますので、それをクラウド

サービスが利用できると明記すると、ほかのサービス使えないのかということになってしま

うので、その辺りは、書き方には留意する必要があるかと思います。 
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○垣内座長 ありがとうございます。 

  それでは、続きまして、川口委員、お願いいたします。 

○川口委員 ありがとうございます。 

  セキュリティの実質的な点の基準としましては、先ほども小澤委員から外部に委託する、

ベンダー事業者へお願いをするといったお話がございましたが、本検討会で湯淺先生より御

紹介いただきましたＩＳＭＡＰなども考えられるのではないかと思います。我々もこちらの

ＩＳＭＡＰを活用しております。、ただ、ＡＤＲ機関にとっては、どの程度の負担になるか

といった部分につきましても、検証の上でガイドラインに明記するかどうか、検討する必要

があるのではないかと考えております。 

  あと、論点２に関しましてですけれども、こちらも既に委員の先生方からお話ありました

けれども、規律の方法としましては、ＩＴ技術は日進月歩であるため、具体的な項目につい

ては、法律や規則を見直して盛り込んでいくよりも、機動的に対応できるガイドラインに明

記する方が現実的ではないかなと感じました。 

  以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  そのほか、さらに御発言ございますでしょうか。 

  佐成委員、お願いいたします。 

○佐成委員 佐成でございます。 

  論点一つずつ私見を述べます。ただ、皆様のお話とそんなに食い違うところはございませ

ん。 

  論点１については、基本的に出井委員がおっしゃったような方向性でよろしいかなと思っ

ておるんですけれども、ここに、セキュリティの在り方を検討する上でどのような点に留意

すべきかというところで議論されているセキュリティというのは、要するに、ＯＤＲの当事

者、事件の当事者、紛争の当事者のセキュリティというもの、事件処理に関わる秘密とかそ

ういったものだと思うのですけれども、これとは別に、ＯＤＲ事業者という組織体そのもの

のセキュリティのレベルというんですか、これは別に今回の議論の対象では必ずしもないわ

けなんですけれども、それと同等であった方がいいのではないかなと感じました。どういう

ことかといいますと、ＯＤＲのセキュリティレベルは非常に高い、ＯＤＲの事件処理や管理、

当事者の記録関係とか、そういったもののセキュリティレベルは非常に高度なものを作った

のだけれども、他方ではＯＤＲ事業者そのもの、具体的に言えば、そのＯＤＲ事業者の顧客

情報だとか、あるいは取引先情報だとか、あるいは従業員情報だとかも含めて、ＯＤＲ事業

者の組織体そのもののセキュリティというのは別途考えられ得るわけですけれども、その水

準とある程度、経済合理性から考えると同等の水準であった方が良いのではないかと思いま

すので、そこら辺りの釣り合いを考えるというのは一つあるのかなというのは、ちょっと感

じております。それが論点１に関してです。 

  それから、論点２に関しては、非常に抽象的な表現になっておりますので、現行文言を変

える、いじる必要性はあんまり感じておりません。 

  論点３のガイドラインの見直しに関しては、皆様おっしゃっていたように、ガイドライン

の部分である程度明確化をするということについては、私もそれがよろしいと思います。た

だ１点、電子メールに関しては、これを利用しない方がいいとか、そういう禁止する方向で
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はなくて、あくまでリスクを警告した上であとは利用者の自主的な判断に委ねるのが良いと

考えます。確かに電子メールというのは、被害が１回起きると非常に大きな被害を発生させ

まして、いろんなところに派生してしまう危険性があります。誤って標的型の攻撃メールな

んかを開いてしまって感染されちゃうと大変なことになるわけで、組織全体、あるいはサプ

ライチェーン全体がひっくり返るような場合もないわけではない。ということを考えますと、

電子メールを利用しちゃいけないと短絡しがちですが、そうではなくて、その辺りのリスク、

そういう危険性について、あくまで自主性は尊重しつつも、電子メールの利用者にしっかり

警告できるような形のガイドラインというのがいいのではないか。使っちゃいけないという

ことではなくて、リスクを十分考えながら使うべきだというような、そういった趣旨のこと

が何か盛り込めないかなというのは感じたところでございます。 

  当面、以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  では、山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 ありがとうございます。 

  あまり知見がなくて、抽象的なことしか申し上げられなくて大変恐縮でございますが、ま

ず一つ、論点１との関連かと思いますけれども、第三者のサービスを使えるのかどうかとい

うことについては、確かに第三者のサービスを使わざるを得ないというところはあろうかと

思います。ただ、第三者としても、ベンダー、データ保管をするサービス、会議システムと

して使っているようなＴｅａｍｓとかＺｏｏｍなど、幾つか場面がありそうに思われますの

で、クラウドサービスとして特出しをしてしまうよりは、第三者のサービスを使うという形

で規律をした方がよろしいのではないかと思います。 

  その上で、特定の水準を求めるというのは、なかなか困難なことではあり、合理的にでき

る、例えば、最新バージョンにアップデートする等のレベルでも許容せざるを得ないかと思

います。そこから先は、ＯＤＲ事業者がセキュリティを言わばアピールポイントにするか、

それとも、そこはやや下げるのだけれども、手数料も安くするというような形にするか、そ

の選択の余地というのは、最低限のレベルを超えた範囲ではあり得るのかなと考えておりま

す。 

  ただ、今申しましたように、最小限の、通常のセキュリティは保持していただくという必

要はあろうかと思いますので、論点２については、法・規則の規律ということではないかも

しれませんが、論点３において、最後のこの四角の部分ですけれども、やはり抽象的な文言

であれ、セキュリティの確保ということについては、何らかの形では明文化するということ

が、事業者に対してもアピールしますし、当事者に対して安心感を与える、それから、万が

一将来情報漏えい等のことがあった場合の、後の救済の一つの契機になり得るのではないか

と思います。 

  それから、これは、それぞれの要件との関連というわけではありませんけれども、近時は

組織等では、メール等のセキュリティについては定期的に研修等を行って啓発をしていると

ころであり、そういった方策を講ずることで、電子メールの危険性等もできるだけ未然に防

ぐ、そういう配慮義務を何らかの形で示せると、大変望ましいかなと考えております。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 
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  それでは、斉藤委員、お願いいたします。 

○斉藤委員 ありがとうございます。 

  ちょっと実務的な話を１点と、あともう一つは抽象的な話になりますが、１点目は、論点

３の最初の四角の法第６条第６号のガイドラインについてです。今日、別紙ということで関

係規則等を抽出した資料を頂いています。その２ページに、２、セキュリティに関するガイ

ドラインの規律についてで、（１）法第６条６号のガイドラインの規律という引用というか

抜き書きがございます。ガイドラインの記載を見ると、相当な方法について、アとイと二つ

に分かれていて、アは重要な事項の通知、イメージ的には、例えば、和解案について当事者

に知らせるような通知だと思います。それから、イの方は事務的な通知だと思います。一般

的な通知というように表現されています。 

  電子メールの問題なのですけれども、電子メールに関しては、むしろイの、例えば、期日

日程の調整などのような進行に関する事務的な通知は非常に有用だし、便利ですよね。そう

いう意味で、イの方がむしろ電子メールが使われるとよい場面だと思います。 

  アに関してなのですが、アの中身が二つ分かれていて、前段と後段で、後段がなお書きに

なっています。なお書きの方は、テストメールをやりなさいということが書かれていまして、

実は、セキュリティを考えた場合に、このなお書きの方がむしろ最初に来た方がいいと思い

ます。まずテストメールを原則としてやって、その上で、前段の注意点、留意点をガイドラ

インとして記すように順番を変えた方がいいんじゃないかなと思いました。ということで、

一つ目は、ガイドラインを直す場合の参考意見として聞いていただければということです。 

  それから、二つ目は、さきほど山田委員がおっしゃった論点３の三つ目の四角のところで

す。やはり、ここは大事な点なので、事業者の方がセキュリティを適切に確保することが重

要であり、その中で第三者にサービスを委託したり利用するような場合にも、その責任はＡ

ＤＲ事業者にあるんだということは、利用者にとって安心材料になりますので、抽象的な文

言で構わないのですけれども、きちんとガイドラインに明記されるのがいいと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは、渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 よろしくお願いいたします。 

  既に先生方から様々な御意見が出ておりまして、それに異論などもございませんが、先ほ

ど小澤委員がおっしゃっていたように、人的ミスによるものが、湯淺先生の御報告でも全体

のうち４分の３程度あるということでしたので、まずここに対して、ＡＤＲ機関としてマニ

ュアルのようなものを用意して、そのような操作ミスですとか人的ミスによる被害が生じな

いような対策を講じるというのが一つ、あと、残りの４分の１は不正アクセス等によるもの

になってくると思うのですが、これに関しましては、現実的にＡＤＲ機関としてはベンダー

の技術をお借りして運営をしていくということになりますので、このベンダーが一定の水準

のセキュリティ対策を講じているのかどうかということ、それにプラスして、先ほど川口委

員からもお話がありましたが、セキュリティの第三者的アセスメントを入れるということが、

採り得る方法かなと思っております。 

  これは、アメリカの州裁判所のセキュリティ対策についてヒアリングをしたところ、その

ような形で運営をしているところが多いと伺っておりまして、それが運用としてもやりやす
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いのかなと思っているところです。 

  あとは、既に御意見が出ておりましたが、抽象的にはなるとはいえ、やはり何らかセキュ

リティに関する文言を明文化しておくということは、必要ではないかと思っております。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  さらに、御発言はおありでしょうか。おおむね御意見は頂けましたでしょうか。よろしい

でしょうかね。 

  どうもありがとうございました。それでは、この論点につきまして、セキュリティ利用者

の信頼の観点でありますとか、あるいは事業者側の負担の問題等々、様々な観点の御指摘が

ありましたけれども、法・規則の規律の見直し、あるいはガイドラインの見直しという点で

申しますと、法・規則については現状で対応ができているということではないかと。他方、

ガイドラインあるいはその他の形で、抽象的なものにある程度になっても、一定の考え方、

水準について指針を示すといったことについては、なお検討すべきではないかといった方向

の御意見を多く頂いたところかと理解をいたしました。 

  事務局におかれて、何かさらにお尋ね等ありますか。よろしいでしょうか。 

  それでは、この論点について、本日の御議論は以上とさせていただきまして、先に進ませ

ていただきたいと思います。 

  次ですけれども、議事次第ですと４、チャット型ＯＤＲにおける当事者の本人確認につい

てという議題になります。こちらも、事務局から資料の説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 それでは、お手元に資料３と別表②とあるものを御用意いただけたらと思いま

す。 

  資料３は、第２フェーズのチャット型ＯＤＲにおける本人確認の在り方について御議論い

ただくために整理したものとなります。 

  問題意識としましては、チャット型ＯＤＲにおきましては、当事者の顔や声を確認するこ

とが想定されておりませんので、１ページ真ん中の四角囲みのとおり、①として当事者のな

りすましのおそれ、②として顔写真付き身分証明書による本人確認の実効性、③として本人

確認後の当事者の入れ替わり、これはなりすましの一類型かもしれませんが、といったよう

な懸念があるように思われます。 

  以上を踏まえまして、チャット型ＯＤＲの特性を踏まえた実効性ある本人確認の在り方に

ついて御議論をお願いしたいと考えておりまして、例えば、身分証明書をＰＤＦファイル等

で送付させる方法の是非ですとか、あるいは身分証明書によらない他の方法について、御検

討をお願いしたいと考えております。また、第三者の入れ替わりのおそれについて、どのよ

うな対策を採れば必要かつ十分と考えられるのかについても、併せて御議論いただければと

思っております。 

  事務局からは以上でございます。 

○垣内座長 御説明ありがとうございました。 

  それでは、ただいまの説明を踏まえまして、資料３につきまして御質問、御意見を頂きた

いと思います。 

  佐成委員、お願いいたします。 

○佐成委員 佐成でございます。 
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  質問をちょっとさせていただきたいと思います。本人確認ということは、基本的に自然人

を対象にして、場合によっては自然人あるいは法人という形で、実態のあるもの、特定し得

るものとして本人確認をするということかと思います。具体的な紛争当事者ですから当然の

前提だろうと思いますけれども、匿名の人たち、あるいは当事者の一方が匿名であるという、

そういった紛争は、このＯＤＲでは取り扱わないという、そういう理解でよろしいのかどう

かというところだけ、確認をさせていただきたいと思います。匿名の紛争を許容してほしい

という趣旨では必ずしもございませんが、念のため確認したいと思います。 

○垣内座長 では、事務局から、この点について何かお答えありますでしょうか。 

○豊澤部付 我々の方の理解も不十分かもしれないのですが、例えば、ＣｔｏＣの取引等では、

相手方に対して自分の氏名や住所を教えたくないというニーズ自体は、それなりに高いもの

があるのかなと思っております。その一方で、調停を実施するＡＤＲ機関に対しても、自分

の氏名を秘匿したい、あるいは住所を秘匿したいというニーズが、どこまであるのかとも考

えておりまして、そういった意味では、相手方に対して氏名や住所を秘匿するニーズという

のはあるのだろうとは思うのですが、認証紛争解決事業者に対して氏名等を秘匿したいニー

ズというのは、あまり思い付かなかったものですから、基本的にそういうことを想定せずに

資料を作っているところでございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。佐成委員、いかがでしょうか。 

○佐成委員 私も、現時点ではそれが絶対必要だとか、そういうことではないのですけれども、

先ほど、この前の論点でもありましたけれども、認証ＡＤＲ機関のセキュリティレベルとい

うのは、松竹梅というかいろいろあるわけで、特に個人情報なんかはできれば晒したくない。

ところがこの場合、身分証明書を送るとか、そういう重い話も書いてありますけれども、セ

キュリティレベルの低い所にはあまり送りたくない。ただ他方では、例えば親族間の内輪も

めや団体の内部紛争など、ある程度限られた範囲の人たちが、自分たちの紛争の性質とかに

ついて、匿名で公平な第三者の一定の知見を得たい、そして、何か自主的な解決を図りたい

というようなものがあった場合にどうなのかなというのが、ちょっと気になったというとこ

ろでございます。 

  以上でございます。ありがとうございました。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。事務局からの説明にありましたように、相手方と

の関係で匿名手続ということと、ＡＤＲ機関そのものとの関係での匿名性ということが、特

に相談等では匿名での相談というのもある程度あり得るところかと思いますけれども、ＡＤ

Ｒの和解の手続という場合にどうかというようなところは、いろいろ御議論があり得るとこ

ろだろうと思います。 

  それでは、上田委員、お願いいたします。 

○上田委員 ありがとうございます。 

  議論の中身に入る前の前提の質問をさせていただきたいのですけれども、今回のこの本人

確認の問題が法令や規則等との関係では、具体的にどの辺りで問題になるのか、あるいは新

しい何か規律を設けるということなのかということについて、お伺いしたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

○垣内座長 では、事務局から御説明いただけますでしょうか。 

○豊澤部付 本人確認について明示の規定は、現行のＡＤＲ法上、それから規則のレベルでも
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置かれておりません。また、現行のガイドラインでも、特に本人確認についての記載はされ

ていないというのが現状になっております。この点、民事調停法や仲裁法等においても、法

令で本人確認について定めているということはないのではないかと理解をしているところで

す。 

  この点も、我々の中ではっきりとした定見があるわけではないのですが、あえて、今回法

の認証要件等々の関係で、何との関係で議論をしているのかといえば、法６条の柱書では、

申請者が当該業務を行うのに必要な知識及び能力というのが認証の要件としてなっておりま

すが、本人確認を十分にしていないということであれば、申請者が当該業務を行う必要な知

識及び能力が欠けているという判断をすることもあり得るのではないかと考えているところ

でございますが、定見があるわけではございません。 

○垣内座長 ということですけれども、上田委員、いかがでしょうか。 

○上田委員 了解しました、ありがとうございます。 

○垣内座長 ということで、正面から明示的な規定はないところだけれども、問題としては、

いろいろなところで意識をされていると、手続の出発点になるところではないかということ

かと思いますけれども、そのようなことで、更に御検討いただければと思いますが。 

  出井委員、お願いいたします。 

○出井委員 出井です。 

  今の点ですが、現行法及び規則、ガイドラインには、この本人確認に関する規定は直接に

はないということですので、実務上多くの手続で直面する問題ではあるのですが、果たして

何か規則的なものに書いておくべきなのかどうかというのは、慎重に検討した方がよいので

はないかと思います。 

  その点を置いて、先ほどの佐成委員の御質問の関係なのですが、もし分かれば、海外の例

とかも、渡邊委員等に教えていただければと思うのですが、本人確認というのは、正に本人

が特定されていて、少なくともＡＤＲ機関には特定されていると、そのアイデンティティー

を確認するために、どういう書類を出してもらうのかということだと思います。先ほど、相

手方には本人のアイデンティティー情報を伝えないということはあり得るのではないかとい

う話でしたが、ＡＤＲ機関側にも伝えない、これもＡＤＲ機関には伝えても、手続実施者に

は伝えないということもあるかもしれません。そういうことがあるのかどうか、そういうニ

ーズがあるのかどうか、その辺り、もし分かれば、海外の実情等を教えていただければと思

うのですが。なかなか機微にわたる情報なので、もしかしたら、そこら辺りまでは分からな

いかもしれませんが。 

○垣内座長 今、特に海外の事情ということで、渡邊委員のお名前も挙がりましたけれども、

渡邊委員の方で何か御発言いただけることがありますでしょうか。 

○渡邊委員 本人確認につきまして、ＮＣＳＣのテクノロジーディレクターの方に以前お話を

お聞きしたのですが、本人確認の方法としてどのようなアプローチを採っていますかという

質問には、各州の各団体によってそれぞれの方法があるということでした。幾つかの州では、

電子公証制度を導入しているところがありますので、そういった場合にはそれを使ったりし

ていると。あとは、これはビデオ会議の話でチャットではないのですが、ＩＤカードをカメ

ラの前で見せるというような対応をしたりしているということです。 

  いずれにしても、ＡＤＲ機関、若しくは裁判所に対して、本人の情報がないというのは、
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ＯＤＲでも想定されていないと思います。前に、これはコリン・ルールさんとお話をしたと

きに雑談レベルで聞いたことですが、ＯＤＲといっても、やはり相手方の情報が分からなく

て、執行力が、ないものに関しては、ＯＤＲでも対応できないという話をされていましたの

で、基本的に本人確認というのはきちんとした上で進めるという前提で、海外の実務も進ん

でいるように、私の方では把握をしているところです。 

  すみません、ちょっと雑駁な情報です。 

  以上となります。 

○垣内座長 出井委員から、更に。 

○出井委員 そうしますと、ＡＤＲ機関側には、本人のアイデンティティーの情報は開示され

るというのが、一応前提であるという理解でしょうか。 

○渡邊委員 はい、認識しております。 

○出井委員 これも、いろいろな局面があります。手続を始める段階、それから和解契約書を

作る、和解行為をする段階、さらには、今お話あったように、今、法制審の仲裁法制部会で

議論されていますが、和解に執行力を与える、つまり、債務名義になるかどうかの段階とい

うことがあります。さすがに債務名義になるかどうかの段階では、アイデンティティーは分

かっていないと駄目だと思いますが、例えば、和解の段階でも、ハンドルネームみたいな、

フィクティシャス・ネームの和解というものもあり得るのではないかと思っていました。た

だ、それも背後では、ＡＤＲ機関側にはちゃんと実在する人物で特定できているというのは

分かっているという前提ですが、和解契約書上はハンドルネームしか出てこないというのも、

一応ありなのでしょうか。 

○渡邊委員 そうですね。ハンドルネーム等を使ってやっている事例があるかどうかは、すみ

ません、ちょっと把握ができていないです。チャット型でＯＤＲをする場合には、基本的に

はＯＤＲのプラットフォームを活用して、そのＯＤＲのプラットフォーム内のチャットの機

能を使うということになると思いますので、そのプロセスに参加する段階で、例えば、御本

人のメールアドレスと氏名等を入れていただいた上で申立てをするというような流れになっ

ているはずです。その段階で、どこまで情報入力を課しているかは把握できていないのです

が、そこで本人の、例えば、お名前ですとか御住所ですとか電話番号等を入力していただい

た上で、オンラインプラットフォームの利用に同意していただくというような形になってい

るのではないかと思います。 

  なので、例えば、日本ですとＬＩＮＥなんかを使って相談の窓口というような形をとって

いると思うのですが、私が把握している海外のＯＤＲにおけるチャットというのは、基本的

にプラットフォームの中で完結しているものというような前提で御理解いただければと思い

ます。 

  お答えになっているか分かりませんが。 

○垣内座長 よろしいでしょうか。 

  今の問題は、現在民事裁判との関係でも検討が進んでいるところかと思いますので、その

辺りの状況を見ながらというところがあるのかもしれません。 

  それでは、大変お待たせいたしました。小澤委員お願いいたします。 

○小澤委員 ありがとうございます。 

  （１）の身分証明書による本人確認についてと、（２）のその他の本人確認の方法につい
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てなのですけれども、本人確認の方法につきましては、身分証明書のＰＤＦファイルとの送

付に加え、賃貸借契約に関する紛争であれば、当該賃貸借契約書のＰＤＦファイルなど、Ｏ

ＤＲの対象となっている紛争に関連する資料の提供を受ける方法を併せて実施することで、

十分ではないかと考えています。 

  その理由としては、第１に、厳格な本人確認をするとなれば、利用者の手続の選択のハー

ドルが高くなりまして、利用促進の観点からマイナスであると考えられること、第２に、本

人確認のレベルは、当事者に重大な法律効果を発生させる行為であれば、それに伴い厳格に

行うべきであると整理することができると思いますけれども、そうすると、ＯＤＲは当事者

間の紛争解決に向けた任意の話合いを行って、当事者の自主的な履行による解決を施行する

手続、あるいは簡易、定額、定型的紛争の迅速な解決を施行する手続ですので、あまりに厳

格な本人確認はなじまないと考えているからです。 

  （３）の本人確認後の入れ替わりの問題についてですけれども、例えば、利用前の説明な

どにおいて、当事者以外の第三者が勝手に手続を対応した場合には、無権代理であって無効

であること、弁護士、司法書士以外の者が業として代理人となることは刑事罰を伴うことを

明示したり、調停中になりすましが疑われると調停人が思料した場合には、調停を終了させ

ることができる旨を定めるなど、ＯＤＲ実施機関への注意喚起及び規約による対応が考えら

れると思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは、斉藤委員、お願いいたします。 

○斉藤委員 斉藤です。 

  本人確認の問題は、対面型、それには、実際にリアルに対面している場合と、画面で対面

する場合と両方含みますが、その場合は、身分証明書が提示されなくても確認は十分できま

す。話の中身から、本人でなければ分からない事情が話せるかどうかということで、本人確

認ができますので、そんなに問題にはならない。 

  裁判なんかでも、例えば、証人尋問で証人が本人かどうかの確認をするわけですけれども、

非常に形式的に行われています。ただ、ある裁判官が、生年月日はいつですかと証人に聞い

て、例えば、昭和５０年生まれですと言ったときに、それは、干支でいうと何年（なにどし）

でしょうかと、こう裁判官が質問されて、その方は本人だったので、すぐに「うさぎ年で

す。」と答えられましたが、これ、なりすましだとなかなか答えられない質問だったと思い

ます。 

  それはちょっと脇に置きまして、通常は、話の中身でその人本人かどうかは直ちに分かる。

ところが、チャット式の場合には、よく分からない。仮に、生年月日について、干支では何

年（なにどし）ですかという質問をしたときに、すぐぱぱっと調べれば、昭和５０年が何年

かというのはすぐ出てきますので、数秒置いてチャットで答えを出せます。そういうことで、

チャット式の場合は、本人確認が非常に難しい利用形態になると思います。 

  そこで問題になるのは、仮に、民間調停合意に執行力が付与されることになった場合、そ

の場合に、このなりすましによる債務名義の騙取、つまり、債権者側が適当な人を債務者に

なりすましをさせて債務名義を取ってしまうという、そのためにこのチャット式のＯＤＲが

使われてしまう危険があると、感じています、杞憂に終わればいいのですけれども。  そ
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こで、今日の資料３の最後のアンダーラインが引かれている部分なのですけれども、和解成

立時における本人確認の厳格性、これは、何らかの形で追及していかなければならない課題

だと思います。具体的にどうするんだと、そのときだけ画面でやるのかとか、そこについて

は、確答というか確実な答えまでは持っていないのですが、和解成立の場面での本人確認の

厳格さを求めるということは、追及していくべき方向だと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  さらに御意見ございますでしょうか。 

  渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 すみません、先ほどの海外の件についての補足なのですが、先ほど小澤委員から、

注意喚起をすればよいのではないかという御意見もあったところなのですが、アメリカの州

裁判所等でも、ＯＤＲを活用する際にも宣誓をすることになっているので、例えば、なりす

まし等があった場合に、それが刑事罰につながるということを、脅しのような形で活用して、

本人が本人ということを認めればそれでよいというような運用も、かなりの州でされている

ということはお聞きしています。 

  以上となります。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  では、続きまして、佐成委員、お願いいたします。 

○佐成委員 先ほども質問をさせていただいたのですが、、今これから発言しようと思ってい

る中身ともちょっと関係あるのですけれども、要するに、本人確認の方法としては、ネット

取引なんかだと、大体ＩＤとパスワードで本人であることを確認する、最近だと、多要素認

証、つまりＩＤ、パスワード以外に別の要素も加えて認証する、そういうことでやられてい

る訳ですから、匿名性というのは、およそオンライン上の手続のある段階では日常的に現れ

るのではないかということでございます。そういう意味では、先ほど斉藤委員がおっしゃっ

ていたような、和解成立時の本人確認というのは別途必要になるというのはあり得るとしま

しても、少なくともＯＤＲの手続の入り口の部分では本人確認はその程度でもいいのかなと

いうのが率直なところです。 

  そもそもなりすましとか犯罪的なものというのは非常に例外的です。もちろん、増えるか

もしれないという御意見もありますけれども、本人確認をちゃんとやっていても、むしろ多

いのは代理人等、関係者が権限を濫用したり、権限踰越をするといったようなケースなんか

も非常に多いわけです。つまり、重要なのは、むしろ事後的に迅速に救済できるということ

ではないかと思います。その意味では、電子記録が十分保存されているというようなことが、

やはりこの点についても重要なのではないかと思います。ですから、オンライン上であまり

過度に本人確認を厳格にする必要性はそもそもそんなにはなくて、和解の成立時とか、実際

に問題が発生しそうな部分についても、事前規制よりも事後的救済が迅速にできるような形

が大事なのかなというところでございます。その意味で、スマホ等で簡単にチャット形式で

ＯＤＲが使える、そういったような利便性こそ、むしろある程度視野に入れた方がいいので

はないかというのが、私の意見でございます。 

  以上でございます。 

○垣内座長 ありがとうございます。 
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  では、川口委員、お願いいたします。 

○川口委員 川口でございます。 

  今、佐成委員から、またその前に斉藤委員から御意見あった内容に近いのですけれども、

やっぱり売買のトラブルなど契約関係が介在する場合でしたら、申請者と被申請者の共通情

報を、例えば、契約時の状況であったりとか電話番号、あと振込手段の情報などが、すでに

ある状態ということになります。双方にそれらを確認することが、本人確認の一助になるの

ではないかと考えられます。 

  そういった意味で、手続の開始時と終了時に本人確認を行うことで、ある程度なりすまし

などを防ぐことができるのではないかと考えます。その方法としまして、例えば、開始時で

あったら、申請費用をカード決済として、本人名義のクレジットカードのみで決済を可能に

するであったり、先ほどありましたけれども、二段階認証を行うであったり、また、契約時

と同じ電話番号にＳＭＳでＩＤとかパスワードを送付するなどが考えられます。また、終了

時であれば、和解後の返金手段を契約時と同じ方法に設定する、本人名義の銀行口座のみ可

能にするといった、そういった方法もあると思われます。 

  また一方で、本テーマは実務的なものではありますが、悪用された場合のリスクは小さく

ないため、悪意を持った者を完全に排除することはできないことを前提に、リスクについて、

理論上だけではなく、現実性を評価しながら検討していくのが、望ましいのではないかと感

じます。 

  その悪用の例としまして、例えば、先ほどもお話ありましたけれども、契約者が高齢で意

思能力が曖昧な場合に、家族が代わって交渉を行ってしまった。特に、家族間で利害相反が

ある場合などであったりとか、事業者が消費者になりすまして消費者に不利な和解をしてし

まうであったりとか、また、悪質な事業者が自社と契約させたいがために、他の事業者との

契約の解約交渉を消費者に代わって行ってしまうなどといったものも想定されるかと思いま

す。消費者紛争を想定しながらの一例として、情報提供させていただきました。 

  以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  さらに御意見ございますでしょうか。大変活発に御意見を頂戴していまして、時間が大分

押してしまっておりますけれども、御意見としては、おおむね以上のようなことでよろしい

でしょうか。 

  本人確認がそもそも必要な場面というのがどの程度想定されるのかと、場合によって匿名

ということがどういった場合にあり得るのかといったような問題提起も頂きましたし、必要

な場合があるとして、その方法があまりに厳格なものになると、これは利便性との関係で問

題が生じ得るのではないかと。 

  ただ、他方、特に和解契約成立時については、なりすまし等の問題についても十分考慮す

る必要があるのではないか、また、あわせて、確認の方法としては、ＩＤの送付以外にも、

費用の支払方法であるとか、そういったところに着目して、紛争類型によっては、様々な他

の方法も考えられるのではないかといった様々な御指摘を頂けたかと思います。 

  また、頂いた御指摘踏まえて、さらに検討ということになろうかと思いますが、事務局は

よろしいでしょうか。 

  どうもありがとうございました。それでは、最後の議題ということであったかと思います
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けれども、議題の５ですね、ＯＤＲを身近なものとするための基本方針の策定についてとい

うことで、こちらも資料の説明をまずお願いいたします。 

○渡邊参事官 資料４をお手元に御用意いただけたらと思いますが、資料４の１ページ真ん中

に記載がございますとおり、令和３年６月１８日に閣議決定されました成長戦略フォローア

ップにおいて、オンラインでの紛争解決、ＯＤＲの推進に向け、ＡＩ技術の活用可能性等の

検討を進め、ＯＤＲを身近なものとするための基本方針を、２０２１年度中に策定すると定

められました。本検討会では、これまでＯＤＲ推進に向けた方策について幅広く御検討いた

だいているところでございますけれども、基本方針の策定に向けた議論をお願いする場とし

ても本検討会はふさわしいのではないかと考えております。ＯＤＲを身近なものとするため、

我々が目指すべき姿や、それに向けて取り組むべき課題などについて、積極的に御意見を賜

りたいと考えております。 

  １ページ目の下の方の論点１を御覧ください。 

  まずは、目指すべき姿、目標について御議論をお願いしたいと考えております。事務局と

しましては、短期的な目標として、第１フェーズの定着、活性化と、第２フェーズの社会実

装の実現、中期的な目標として、スマホなどが１台あれば、最新のＩＣＴ、ＡＩ技術を活用

したＯＤＲを利用して、いつでもどこでも紛争解決できる社会の実現が考えられるのではな

いかということで、そのような提案をさせていただきました。 

  続きまして、２ページの論点２を御覧ください。 

  論点２では、論点１の目指すべき目標を達成するために、今後３年間、関係する主体にお

いて取り組むべき課題について、御議論をお願いしたいと考えております。考えられる取組

について、幾つかの課題を例示として列挙させていただきましたが、これらは一つの参考で

ございますので、幅広い観点から御議論をお願いしたいと考えております。 

  事務局からは以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  それでは、ちょっと残りの時間が限られておりますけれども、可能な範囲で御意見頂戴で

きればと思います。御発言のある委員、おられますでしょうか。 

  佐成委員、お願いいたします。 

○佐成委員 まだ十分この点については考えていませんけれども、今日の段階で一言だけ申し

上げておきたいなと思ったのは、紛争解決、これ、利用者の立場から考えてみますと、紛争

解決の選択肢としては、もちろん民間型のＡＤＲ、ＯＤＲもございますけれども、司法型、

行政型といろいろあるわけです。ところが翻って、民間型のＯＤＲの事業者の側から眺めて

みますと、事業者間で、紛争解決の運営上の情報が相互に、必ずしも十分に共有されている

わけではないということです。利用者の不便さの程度や態様とか、具体的には、さっき言い

ましたような、ＯＤＲについて誤解をしてしまったりとか、思い込みをしているとか、そう

いった利用者にありがちな、一般性のある情報のことです。こうした情報を事業者が相互に

共有し、連携するということは、ＯＤＲの活性化や利便性の向上にとってかなり重要である

と思います。さらに、今後デジタル化が日本全体でますます進んでいくのであれば、紛争解

決機関相互でさらに一層情報共有や連携をしていくことが可能であり、かつ必要でもありま

す。つまり、民間型のＡＤＲ機関だけではなくて、司法型、行政型を含めた、司法型でいけ

ば民事調停なんかでございますけれども、そういった司法型、行政型のデジタル化の進展に
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合わせて、相互の情報の共有や連携をしっかり進めていくことが可能であり、かつ必要であ

ると考えます。それによって、シナジー効果が発揮できるはずですし、そうすることで利用

者の利便性を高めることができれば、逆に民間型のＡＤＲ、ＯＤＲも活性化していくのでは

ないかと感じております。 

  単純に、民間型だけ幾ら頑張っても、司法型や行政型との連携が不十分だと、利用者とし

ては、今の段階ではやっぱり司法型がいいねということで、民事調停の方に流れてしまうと

か、そういうようなこともあります。しかも、民事調停でも、現在は、件数としても減って

いるようですので、そういう意味では、紛争の掘り起こしという意味でも、やはり司法型、

行政型、民間型、シームレスにつながるような、デジタル的につながるような形の方向性と

いうのがあるのかなというのが、論点１に関してですけれども、私としては感じているとこ

ろです。 

  以上でございます。 

○垣内座長 どうもありがとうございます。 

  それでは、さらに御発言ございますでしょうか。 

  出井委員、お願いいたします。 

○出井委員 出井です。 

  このような基本方針を検討することは非常に重要だと思いますので、是非やっていってい

ただきたいと思います。中身については、まだ十分検討できておりませんので、今日は、中

身についてのコメントは差し控えますが、１点、先ほど御説明あったかもしれませんけれど

も、この基本方針はどの機関がどういうレベルで出す基本方針なのか、その辺り、もう一度

御説明いただければと思いますが。 

○垣内座長 では、御質問ですね。事務局から御説明いただけますでしょうか。 

○豊澤部付 基本的には、法務省の方で基本方針を策定するものと考えております。その上で、

どういう基本方針を策定すべきかにつきまして、ＯＤＲ推進検討会で検討すべきことがふさ

わしいものと考えておりまして、この場を借りて、皆様の御知見を伺いたいという趣旨でご

ざいます。 

○垣内座長 出井委員、いかがでしょうか。 

○出井委員 そうしますと、今、あまり形式的なことを確定する必要はないのですが、法務大

臣が定める基本方針と、そういうことになりますでしょうか。あるいは、法務省になるので

すか。 

○垣内座長 法務省ですか。 

○豊澤部付 そうですね、法務省として考えております。 

○出井委員 法務省ですね。はい、分かりました。 

○垣内座長 さらに、内容等も含めて、御意見等ございましたら頂ければと思いますけれども、

論点１としてどのような姿を目指すのかということ、論点２としてそのための取組の内容と

いうことが挙げられているということですけれども、何か御指摘ございますでしょうか。 

  渡邊委員、お願いいたします。 

○渡邊委員 ありがとうございます。 

  時間も残り少ない状況で、本日深い議論にというところではないと思うのですが、やはり

ＯＤＲが今後日本で普及していくためには、このような基本方針が定められるということは、
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極めて重要ではないかなと考えております。その中で、やはり論点１でも書かれているよう

に、中長期的な目標としても、スマホ等が１台あれば、最新のＩＣＴ、ＡＩ技術を活用して

ＯＤＲが利用できるというような形で、一般の人に対しても、どのような形で今後紛争解決

のサービスが変わっていくのかというものが示せると、やはりよいのではないかなというこ

とで、感想を述べさせていただきました。 

  以上です。 

○垣内座長 ありがとうございます。 

  そのほか、よろしいですか。 

  本日、資料で示されている論点１の目指すべき姿としましては、例えば、典型的には少額

ネット取引というようなところで、費用、時間等の制約の問題が一つ挙げられているという

ことで、中期的には、スマホ等１台あれば、いつでもどこでも紛争解決にアクセスできると

いったことが掲げられているということかと思います。 

  焦点の当て方として、そうした少額ネット取引以外のものもあり得るのかどうかとか、そ

の辺りも含めて、さらに、次回に含めて検討いただくということになるかと思いますけれど

も、本日の議論の中ですと、前のどの論点の関係だったでしょうか、障害のある方なんかに

ついて、物理的な移動が困難であったりとか、あるいは視覚、聴覚について障害があるとい

うようなことで、従来の通常の手続だと、なかなかＡＤＲが利用しにくいといった方に対し

て、ＩＴ等を活用することで、何かさらに紛争解決しやすくなるということがあり得るとい

うような御意見も、ほかの文脈では出ていたところかと思いますので、そういったところも、

あるいは検討に値するのかもしれませんけれども。 

  ちょっと蛇足を申し上げましたけれども、特に本日のところよろしいようでしたら、本日

のところはこれぐらいにさせていただきまして、これも、引き続き議論を頂けるということ

かと思いますので、さらに御検討をお願いしたいと思います。 

  そうしましたら、議論は尽きないところで、本日大変活発に御意見頂戴しましたので、時

間が私の不手際で押してしまいましたけれども、御協力をもちましてここまで議論させてい

ただけましたので、本日の議論につきましてはここまでとさせていただければと思います。 

  事務局から、今後の日程等について御説明をお願いいたします。 

○渡邊参事官 次回の会議は、９月２８日火曜日の午後１時から午後３時までを予定しており

ます。場所は、本日と同じ東京地方検察庁４階の４Ａ会議室を予定しておりますが、引き続

きウェブ会議での御参加もお待ちしております。 

  詳細は、後日事務局の方から連絡を差し上げたいと思います。 

  以上です。 

○垣内座長 どうもありがとうございました。 

  それでは、本日の会議はこれで終了とさせていただきます。誠にありがとうございました。 

－了－ 

 


